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　近年，給付型奨学金の創設が議論されている。しかし，こうした議論は理念先行の傾向があり，
政策実施によって高等教育進学者が実際にどの程度増え得るかについての検証はまだ始まったばか
りである。そこで，本研究では経済的な理由で進学が困難な潜在的進学者数の推計を男女別に計算
したうえで，経済的支援の充実によって，日本社会における高等教育機関進学者数がどのようにな
るか男女別に推計する。
　推計の結果，大学・短大・専門学校への男子潜在的進学者数は19,822人，女子は31,601人となった。
経済的支援の充実により，日本社会における高等教育機関への男子進学者数は，363,898人となった。
一方，女子の場合には，435,514人となった。
　本研究によって，経済的支援の充実の効果が推計された。また，男女別の推計を通して，経済的
支援の充実は，女性の進学率上昇により強く寄与するであろうことが明らかになった。
キーワード：潜在的進学者，大学進学，教育機会均等，奨学金，不本意就職
1．研究の背景と目的
　本研究の目的は，経済的な理由で進学が困難な潜在的進学者数1を男女別に推定することである。
この推計によって，経済的支援の充実により日本全体の高等教育進学者数・進学率がどのぐらい規
模となるのかを推計によって明らかにする。
　奨学金の主要な目的の一つは，奨学（need based）2，すなわち経済的な理由で進学が困難な者に
対して，高等教育機会を提供し，教育機会の格差を是正することである。
　近年，日本では，経済的理由により修学困難な学生の進学の後押しを意図して，貸与型奨学金の
みならず，給付型奨学金の創設や高等教育無償化の提供開始が議論されている（文部科学省2017）。
しかしこれらの議論は理念先行であり，高等教育進学者が実際にどの程度増え得るか，すなわち経
済的な問題が解消された場合には，日本における高等教育進学者数・進学率はどの程度になるかに
ついて，未だに十分に検証されていない。
　そこで本稿では，第2節において潜在的進学者に関連する先行研究の知見と問題点を整理し，本
経済的理由で進学が困難な潜在的進学者・
高等教育機関進学者数の男女別推計
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稿の研究課題を提起する。第3節ではデータと潜在的進学者の推計方法を述べ，第4節では性別ご
とに潜在的進学者数および，経済的支援の充実（高等教育への追加的な投資等）による日本における
高等教育進学者数・進学率を推計する。最後に第5節では知見をまとめ，研究の含意・意義および今
後の課題について述べる。こうした検討を通して，近年の奨学金事業の今後の在り方を検討するた
めの新たるエビデンスを提供する。
2．先行研究と本研究の課題
⑴経済的な理由で進学を断念した「潜在的な進学需要」
　国内の潜在的進学需要の存在を検証しようとする研究としては，矢野・濱中（2006），矢野（2015）
などが挙げられる。矢野・濱中（2006）・矢野（2015）は，潜在的な進学需要の存在を実証するため，
一連の実証研究において，「就職・進学の希望と決定」という枠組みを基にして（図1参照），就職と
進学に関連する要因が高卒就職率と大学志願率に与える影響を明らかにした。
　分析手法は，就職機会に関する要因である高卒求人倍率・20-24歳失業率・大卒／高卒賃金，およ
び進学希望に関する要因の実質可処分所得・実質授業料，合格率を独立変数，高卒就職率を従属変
数とする重回帰分析である。
　その結果，高卒就職率には前述した6つの独立変数がすべて統計的に有意3な影響を与えている
ことが明らかになった。すなわち，高卒就職率は労働市場に関する高卒求人倍率等に応じて推移し
てきたのみならず，家計収入（可処分所得）等の進学希望に関する家計変数にも影響を受けている。
高卒就職者のなかには家計の関係や授業料の高騰等の「経済的な理由」で，就職の選択に進学を諦め
ていた者がいることが明らかにされた（矢野，2015）。本稿では，こうした進学を希望しながら，経
済的理由で進学を諦めてやむを得ず就職をしている者を「経済的理由で進学困難な潜在的進学者」
と呼ぶ。
　矢野（2015）では潜在的進学者の概念の提起および潜在的進学者の存在の指摘にとどまり，本研究
の関心である「経済的な理由で進学が困難な潜在的進学者数」の推計はここでは行われていない。
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図1　進学・就職の希望と決定
出典：矢野，2015，p.72
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⑵経済的な理由で進学困難の潜在的進学者の推計
　そうした中で「経済的な理由で進学が困難な潜在的進学者数」の推計を可能にしたのが，小林研究
グループである（小林・濱中・劉2013，小林・濱中2014）。彼らは高校生個人の進路希望とその保護
者の経済状況に関するミクロデータの個票を含み，かつ，保護者の経済事情を信頼できる水準で調
べた大規模な社会調査を実施した。そのうえで，前述した「潜在的進学者」の概念を操作化し，「経
済的な理由で進学困難の潜在的進学者数」の計算式を提起した。
　具体的な計算式は次の通りである。
《経済的な理由で進学困難》
　「高卒者数」×「当年度高卒就職率」×（「経済的な理由で進学が難しい」かつ「できれば4年制大学
（または短大・専門学校）に進学してほしかった」割合）
《給付型奨学金が貰えれば進学》
　「高卒者数」×「当年度高卒就職率」×（「給付型奨学金が貰えれば進学」かつ「できれば4年制大学
（または短大・専門学校）に進学してほしかった」割合）
　ここでは，まず「高卒者数」に，「当年度高卒就職率」をかけて，高卒就職者数4を計算する。次に，
高卒就職者数に「経済的な理由で進学が難しい」または「奨学金が貰えれば進学」かつ，「できれば4
年制大学（または短大・専門学校）に進学してほしかった」の割合をかける。これにより，経済的な
理由で進学困難な潜在的進学者数を推計することが可能となる。
　また，用いた保護者の経済事情を信頼できる水準で調べた大規模な社会調査5と言えるものとし
て，彼らが推計に用いてきたの①「高校生の進路についての調査」（CRUMP2006 調査），②2012年
度高卒者保護者調査，③2013年度高卒者保護者調査である。
①「高校生の進路についての調査」（CRUMP2006調査）による潜在的進学者推計
　「高校生の進路についての調査」（以下は「CRUMP2006 調査」とする）は，平成17年度～ 21年度文
部科学省科学研究費補助金（学術創成研究費）「高等教育グランドデザイン策定のための基礎的調査
分析」（研究代表者・東京大学教授金子元久）のもとで実施された調査である。
　CRUMP2006 調査の目的は，高校生の将来の進路展望と実際のその後の進路状況を把握し，日本
の教育政策の参考とすることにある（東京大学大学経営・政策研究センター，2005）。第1回目の「全
国高校生・保護者調査」は，平成17年11月に全国の高校3年生とその保護者を対象にする層化二段
抽出（全国400地点，地点あたり10世帯）によって，調査が行われた。回答者は，男女それぞれ2,000
人ずつ高校生および4,000人の保護者である（東京大学大学経営・政策研究センター，2005）。その後，
2006年3月には，卒業時点での進路状況を郵送または電話により追跡調査を行った（3,493名，
87.3%）。
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　2006年3月の追跡調査では，「主に働いている」とした回答者に，「高校のときの生活や進路選択
を振り返って，現在どのように感じていますか。」について尋ねる質問項目がある。小林研究グルー
プは，この質問項目に対して，「進学したほうがよかった」かつ「経済的に進学が難しかった」と回答
した者の比率，および2006年高卒就職者数を用いて，「経済的理由で進学が困難な潜在的進学者数」
を推計した。その結果は約6.2万人となった（表1参照）。
　CRUMP2006 調査は，こうした文部科学省科学研究補助金（学術創成研究費）の支援を活かした全
国の高校生4,000人およびその保護者を対象にした社会調査だった。これにより，保護者の経済事
情が信頼できる水準で調べた調査といった研究の課題はクリアーされた。
　しかしながら，CRUMP2006調査では進学できなかった者の数の推計は可能だが，「進学したかっ
た学校種」の質問項目が設定されていないため，大学・短期大学・専門学校への潜在的進学者の推計
はできないという限界があった。
　また，「経済的理由で進学が困難な潜在的進学者」は，単なる「経済的な理由で進学を断念した者」
のみならず，「給付型奨学金が貰えれば進学する者」も含まれると考えられる。その理由は，経済的
な支援を最も必要とする低所得層は，ローン回避傾向があるため，貸与型奨学金を受給せず，進学
を選択しない傾向があることが明らかにされてきたからである（小林2007）。しかしながら，
CRUMP2006調査では後者に関連する質問項目が設定されていないため，「給付型奨学金が貰えれ
ば進学する潜在的進学者数」を推計することができないという限界もあった。
②「2012年度高卒者保護者調査」による潜在的進学者の推計
　小林研究グループは，CRUMP2006調査の研究枠組みを引き継いで，2012年11月に同年3月高校
卒業者の保護者を対象とする「2012年度高卒者保護者調査」を実施した（東京大学2013）。この調査
では，さらに「潜在的進学者の進学したかった学校種（大学・短大・高校専門学校）」を明確化する質
問項目が設定された。調査は，㈱NTTコムオンライン・マーケティング・ソリューション「gooリサー
チ」を通じて同社のウェブモニターを対象に実施したものである（小林・濱中・劉2013，小林・濱中
出典：呉・小林・濱中，2018，p.71
表1　潜在的進学者数の推計（CRUMP2006・高卒者調査2012・高卒者調査2013）
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2014，濱中2017）。
　調査では，まず高卒就職者の保護者に，「今春高校を卒業したお子さんが高校のときの生活や進
路選択を振り返って，現在どのように感じていますか。（複数選択）」と尋ね，これに対して「経済的
な理由で進学困難」，または「給付奨学金が貰えれば進学してほしかった」と答えた「経済的な理由
で進学を断念した」者を同定することが可能になる。また，前述した質問項目に対して，「できれば
4年制大学（または短大・専門学校）に進学してほしかった」と回答した者を区分することも可能とす
る。そこで，「経済的理由で進学が困難な潜在的進学者数」の推計のための必要な変数が揃えられた
うえで，進学させたかった学校種までの推計も可能となった。
　学校基本調査による2012年度高卒者数約105万人に，2012年度の高卒就職率16%（小林・濱中
2014），「経済的に進学難しかった・できれば4年制大学に進学してほしかった」と回答した者の比率
11.3% をかけた結果，2012年度大学に進学したかった潜在的進学者は約1.9万人となった（表2参照）。
　同様に，2012年短期大学・専門学校に進学したかった潜在的進学者は，2012年度高卒者数の約
105万人に，2012年度の高卒就職率16%，「経済的に進学が難しかった・できれば短期大学・専門学
校に進学してほしかった」と回答した比率16.1% をかけた約2.7万人となった（表2参照）。
　両者を合わせると，2012年度全体の「経済的理由で進学困難」な潜在的進学者は約4.6万人となった。
　さらに，2012年高卒者保護者調査では，もし「給付奨学金が貰えれば」進学したがったと考える潜
在的進学者数も推計された。それは約5.4万人であった（表1参照）。具体的な推計式は，2012年度「給
付奨学金が貰えれば，4年制大学に進学する」潜在的進学者は，2012年度高卒者数の約105万人に，
2012年度の高卒就職率16%，「給付奨学金が貰えれば進学・できれば4年制大学に進学してほしかっ
た」と回答した者の比率13.1% をかけた，約2.2万人となる。
　一方，同年度「給付奨学金が貰えれば，短期大学・専門学校に進学する」潜在的進学者は，高卒者
数の約105万人に，2012年度の高卒就職率16%，「給付奨学金が貰えれば進学・できれば短期大学・
専門学校に進学してほしかった」と回答した者の比率18.9%をかけて，約3.2万人となった。合わせて，
5.4万人となった。
　そのため，前者（経済的理由で進学困難）と後者（給付奨学金が貰えれば進学）に2012年度の潜在
的進学者は約4.6万人～ 5.4万人いると明らかにされた。
①「2013年度高卒者保護者調査」による潜在的進学者の推計
　2013年度末（2014年3月）に，高卒1年後保護者調査（2013年3月高等学校等卒業者，以降「2013年
給付奨学金が
貰えれば進学
推定式③ 高卒者数（105万人）×就職率（16%）×給付奨学金が貰えれば進学・できれば4年制大学に進学してほしかった（13.1%）
推定式④ 高卒者数（105万人）×就職率（16%）×給付奨学金が貰えれば進学・できれば短大・専門学校に進学してほしかった（18.9%）
経済的理由で
進学が困難
推定式① 高卒者数（105万人）×就職率（16%）×経済的に進学難しかった・できれば4年制大学に進学してほしかった（11.3%）
推定式② 高卒者数（105万人）×就職率（16%）×経済的に進学難しかった・できれば短大・専門学校に進学してほしかった（16.1%）
表2　高卒者調査2012による潜在的進学者数の推計・推計式
出典：呉・小林・濱中，2018，p.72
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度高卒者保護者調査」）が行われた（東京大学2013）。この調査には，「短期大学・高校専門学校に進
学してほしかった」という質問項目を「短大」と「専門学校」に分けた点に特徴がある。
　調査の結果，2013年度「経済的理由で進学困難，かつ4年制大学に進学してほしかった」潜在的進
学者は約2.1万人となった（表1参照）。2013年度高卒者数（約109万人）を，2013年度学校基本調査
に基づく高卒就職率17%，「経済的に進学難しかった・できれば4年制大学に進学してほしかった」
（11.3%）をかけたものである（表3参照）。
　同様に，短期大学に進学してほしかったと回答した者の比率が5.4%，専門学校に進学してほしかっ
たと回答した者の比率が11.3%であったため，それぞれの潜在的進学者の推計値は約1万人および2.1
万人となった。両者を合わせると，2013年度「経済的理由で進学困難，かつ大学・短期大学・専門学
校に進学してほしかった」潜在的進学者は，約5.2万人となった。
　一方，「給付奨学金が貰えれば進学，かつ4年制大学に進学してほしかった」と回答した者の比率
（13.5%）によって推計された潜在的進学者は，約2.5万人となった。また，短期大学に進学してほし
かったと回答した者の比率が5.9%，専門学校に進学してほしかったと回答した者の比率が11.3% で
あったため，それぞれの潜在的進学者の推計値は約1.1万人および2.1万人であった。
　そのため，2013年度「給付奨学金が貰えれば進学，かつ大学・短期大学・専門学校に進学してほし
かった」潜在的進学者は，約5.7万人となった。
　最終的に，前者（経済的理由で進学困難）と後者（給付奨学金が貰えれば進学）に基づくと，2013年
度高卒者保護者調査による潜在的進学者は約5.2万人～ 5.7万人いるという推計結果となった。
⑶経済的な理由で進学困難の潜在的進学者の推計の再検討
　上記の3つの調査によって，「経済的理由で進学困難」な潜在的進学者数の推計が可能となったが，
そのうち「高卒者保護者調査2012」・「高卒者保護者調査2013」は，調査方法（ウェブモニター調査）
に伴う調査回答者の偏りの可能性が存在するため，推計された潜在的進学者数は母集団の実態を反
映していない可能性があり得る（呉・小林・濱中2018）。
　これを踏まえて，呉・小林・濱中2018は，母集団の学校基本調査の構成比に従って，標本数をウェ
イトバック6する手法を採用した。これによって，標本の偏りによって，標本の集計結果と母集団
の集計結果に乖離が生じる問題を克服した。
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表3　高卒者調査2013による潜在的進学者数の推計・推計式
出典：呉・小林・濱中，2018，p.73
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　分析の結果，2016年度「経済的理由で進学困難，かつ4年制大学に進学してほしかった」潜在的進
学者は15,509万人であることがわかった。同様に，短期大学には10,402人，専門学校には16,643人
であった。三者（4年制大学・短大・専門学校）を合わせると，2016年度「経済的理由で進学困難，か
つ大学・短期大学・専門学校に進学してほしかった」潜在的進学者は，42,554人であることが明らか
になった（表4）。
　次いで，給付型奨学金の受給を指標として，高卒者調査2016による潜在的進学者数の推計を行っ
た。「給付奨学金が貰えれば進学，かつ4年制大学に進学してほしかった」と回答した潜在的進学者は，
19,859人となった（表5参照）。同様に，短期大学には，19,859人 , 専門学校には，20,993人となった。
そのため，2016年度「給付奨学金が貰えれば進学，かつ大学・短期大学・専門学校に進学してほしかっ
た」潜在的進学者は，前述した大学・短大・専門学校への潜在的進学者数をまとめれば，60,711人と
明らかにされた。
単位：人
出典：呉・小林・濱中，2018，p.82
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表4　高卒者調査2016による潜在的進学者数の推計（経済的な理由で進学困難）
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出典：呉・小林・濱中，2018，p.83
表5高卒者調査2016による潜在的進学者数の推計（給付型奨学金が貰えれば進学）
単位：人
年報05呉書雅氏1C_三B[79-98].indd   83 2018/06/13   16:36:50
―　　―84
経済的理由で進学が困難な潜在的進学者・高等教育機関進学者数の男女別推計
⑷本研究の課題
　ウェイトバックを実施する際には，推計の正確さを確保するために，調査対象の様々な属性を考
慮してウェイトバックを行うことが肝要である。この意味で，呉・小林・濱中（2018）は，ウェイトバッ
ク導入の嚆矢ではあるものの，その推計には改善の余地が残されたものと言える。本研究では，進
学行動の違いにも影響を与える性別という要因に着目し，性別の違いを加味した潜在的進学者数の
推計を行う。
3．データと潜在的進学者の推計方法
　データは，「高卒者保護者調査2016」の個票を用いる。「高卒者保護者調査2016」は，一連の高卒者
保護者調査のうち，最新版の調査である。また，調査方法については，「2016年3月に高校卒業生の
子どもの保護者」に対するウェブモニター調査である。これらのウェブモニターは，㈱ NTT コムオ
ンライン・マーケティング・ソリューションに登録したモニターである。　
　プレ調査で「2016年3月に高校を卒業した子どもを持つ」といった回答者に「高卒者保護者調査
2016」を依頼する形で，調査時期は，プレ調査及び「高卒者保護者調査2016」ともに2017年1月上旬
である。
　回収サンプル数は，2,256ケースであった。ただし，今回は進路に関連する「2016年3月に高校を
卒業した子どもを持つ」（子どもの年齢は2016年3月に高校から卒業したと判断できない）という条
件に合致しない，また進路の回答に矛盾あるケース（プレ調査と本調査の進路回答が違う等）につい
てはデータセットから削除した。最終的なサンプル総数は2,149ケースとなった。
　統計解析ソフトは，SPSS 22.0を用いて，ウェイトバックを伴う分析を進めた。ウェイトバック
の分析手順としては，①調査のサンプルと母集団のサンプル構成比を比較，②調査のサンプルと母
集団のサンプル構成に合わせるウェイト（重み）を計算，③調査のサンプルに重みをつけ集計を行う
という手順となる。
①調査および母集団のサンプル構成比の比較
　表6には「高卒者保護者調査2016」サンプルと母集団「学校基本調査2016年度」のサンプル構成比
を比較するものである。高卒者保護者調査2016の回答者は，学校基本調査の「高等学校卒業後の状
況調査」を比較すると，進学が4.2％高く，就職が5.9％低い。また，設置者別をみれば，高卒者保護
者調査2016では，学校基本調査の「高等学校卒業後の状況調査」より，公立が8.1% 低く，私立が5.1%
程度高い。
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　次に，学校基本調査の「高等学校卒業後の状況都道府県別状況別卒業者数」によって算出した地域
別の卒業者数の構成と比べると，高卒者保護者調査2016の居住地域は南関東・東京・近畿がそれぞ
れ3.6%・3.4%・1.8% 高いことがわかった。そして，性別にみれば，高卒者保護者調査2016では，学
校基本調査の「高等学校卒業後の状況調査」より男子が2.7% 高いことがわかった。
　最後に，学校基本調査の「学科別状況別卒業者数」と学科の構成を見ると，高卒者保護者調査2016で
は普通科に所属した卒業者が6.8% 高く，総合科・専門学科がそれぞれ1.2%・5.3% 低いことがわかった。
　まとめてみると，高卒者保護者調査2016回答者は2017年3月に高校を卒業した子どもが大学進学
者，私立高等学校・普通科の卒業者，また大都市圏に居住者が多いとなっていることがわかった。
②ウェイト値の計算
　高卒者保護者調査2016は標本の偏り（性別・進路別・設置者別・地域別・学科別）が存在している。
本来であれば，補正法は性別・進路別・設置者別・地域別・学科別の構成を基に，ウェイト値を算出
すべきであるが，こうした公的なデータは公表されていない。そのため，本研究では学校基本調査
ｎ % ｎ %
就職 257 12.0% 189,130 17.9%
進学 1,608 74.8% 747,989 70.6%
その他 284 13.2% 122,147 11.5%
設置者別 ｎ % ｎ %
国立 72 3.4% 2,813 0.3%
公立 1,295 60.3% 724,986 68.4%
私立 782 36.4% 331,467 31.3%
地域別 ｎ % ｎ %
北海道 115 5.4% 42,836 4.0%
東北 122 5.7% 79,505 7.5%
北関東 99 4.6% 60,094 5.7%
南関東 425 19.8% 171,405 16.2%
東京 277 12.9% 100,422 9.5%
甲信・北陸 129 6.0% 73,693 7.0%
東海 252 11.7% 129,618 12.2%
近畿 398 18.5% 176,977 16.7%
中国・四国 174 8.1% 95,723 9.0%
九州 158 7.4% 128,993 12.2%
性別 ｎ % ｎ %
男 1,136 52.9% 531,716 50.2%
女 1,013 47.1% 527,550 49.8%
学科別 ｎ % ｎ %
普通科 1,713 79.7% 771,878 72.9%
総合科 86 4.0% 55,072 5.2%
専門学科 287 13.4% 198,192 18.7%
その他 63 2.9% 34,124 3.2%
合計 2,149 100.0% 1,059,266 100.0%
進路 高卒者調査2016年 学校基本調査（H28年3月）
表6　学校基本調査H28年度と高卒者保護者調査2016サンプル構成の比較
出典：呉・小林・濱中，2018，p.78
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（H28年度）における性別・設置者別・進路別・都道府県別の生徒数構成7を用いて，回答者のウェイ
ト調整を行う。
　ウェイト値の計算方法について，まず高卒者保護者調査2016および学校基本調査（H28年度）には，
それぞれの性別と設置者別と進路別と都道府県別による4重クロスのサンプル数および構成比を算
出した。次に，学校基本調査（H28年度）の構成比に基づき，総回収数2,149にそれぞれのサンプル構
成比をかけて，ウェイトバック後のサンプル数を計算した。さらに，総回収数2,149に合わせるよう
に，サンプル数を再調整した。サンプル数の調整は，サンプル数を母集団の構成比だけで合わせると，
総回収数（サンプル数）は合わなくなってしまうことがあるため，必要となる処置である。最後に，
「ウェイトバック補正後」のサンプル数を「ウェイトバック補正前」のサンプル数で割り，ウェイト
値8を算出した（表7−1，表7−2）。そこで，下記の関係式は成り立ちる（男子（性別）・公立（設置者）・
就職（進路）・北海道（地域）を例にする）。
　　　　5（補正前のサンプル数）×2（ウェイト補正値）＝10（補正後のサンプル数）
　　　　2（ウェイト補正値）＝10（補正後のサンプル数）÷5（補正前のサンプル数）
N % N % N % N % N % N %
北海道 5 0.2% 4,945 0.5% 2.000000000000000 10 0.5% 10 0.5% 3,666 0.3% 0.8000000000000000 8 0.4%
東北 14 0.7% 11,238 1.1% 1.642857142857140 23 1.1% 9 0.4% 7,399 0.7% 1.6666666666666700 15 0.7%
北関東 6 0.3% 6,696 0.6% 2.333333333333330 14 0.7% 8 0.4% 4,239 0.4% 1.1250000000000000 9 0.4%
南関東 15 0.7% 10,461 1.0% 1.400000000000000 21 1.0% 11 0.5% 7,903 0.7% 1.4545454545454500 16 0.7%
東京 6 0.3% 3,224 0.3% 1.166666666666670 7 0.3% 5 0.2% 2,377 0.2% 1.0000000000000000 5 0.2%
甲信・北陸 11 0.5% 7,785 0.7% 1.454545454545450 16 0.7% 5 0.2% 4,658 0.4% 1.8000000000000000 9 0.4%
東海 18 0.8% 13,184 1.2% 1.500000000000000 27 1.3% 11 0.5% 8,987 0.8% 1.6363636363636400 18 0.8%
近畿 20 0.9% 12,091 1.1% 1.250000000000000 25 1.2% 8 0.4% 7,152 0.7% 1.8750000000000000 15 0.7%
中国・四国 11 0.5% 10,430 1.0% 1.909090909090910 21 1.0% 12 0.6% 5,732 0.5% 1.0000000000000000 12 0.6%
九州 16 0.7% 14,557 1.4% 1.875000000000000 30 1.4% 10 0.5% 8,297 0.8% 1.7000000000000000 17 0.8%
北海道 27 1.3% 9,645 0.9% 0.740740740740741 20 0.9% 24 1.1% 11,618 1.1% 1.0000000000000000 24 1.1%
東北 24 1.1% 16,792 1.6% 1.416666666666670 34 1.6% 28 1.3% 21,409 2.0% 1.5357142857142900 43 2.0%
北関東 22 1.0% 12,999 1.2% 1.181818181818180 26 1.2% 20 0.9% 15,966 1.5% 1.6000000000000000 32 1.5%
南関東 74 3.4% 37,015 3.5% 1.013513513513510 75 3.5% 105 4.9% 45,402 4.3% 0.8761904761904760 92 4.3%
東京 52 2.4% 14,399 1.4% 0.557692307692308 29 1.3% 33 1.5% 16,601 1.6% 1.0303030303030300 34 1.6%
甲信・北陸 25 1.2% 17,807 1.7% 1.440000000000000 36 1.7% 41 1.9% 22,119 2.1% 1.0975609756097600 45 2.1%
東海 54 2.5% 28,675 2.7% 1.074074074074070 58 2.7% 65 3.0% 34,344 3.2% 1.0769230769230800 70 3.3%
近畿 86 4.0% 36,482 3.4% 0.860465116279070 74 3.4% 84 3.9% 46,784 4.4% 1.1309523809523800 95 4.4%
中国・四国 42 2.0% 20,363 1.9% 0.976190476190476 41 1.9% 49 2.3% 27,382 2.6% 1.1428571428571400 56 2.6%
九州 28 1.3% 25,171 2.4% 1.821428571428570 51 2.4% 25 1.2% 31,784 3.0% 2.5600000000000000 64 3.0%
北海道 6 0.3% 1,987 0.2% 0.666666666666667 4 0.2% 6 0.3% 1,405 0.1% 0.5000000000000000 3 0.1%
東北 7 0.3% 3,179 0.3% 0.857142857142857 6 0.3% 2 0.1% 2,106 0.2% 2.0000000000000000 4 0.2%
北関東 6 0.3% 2,497 0.2% 0.833333333333333 5 0.2% 1 0.0% 1,632 0.2% 3.0000000000000000 3 0.1%
南関東 20 0.9% 8,903 0.8% 0.900000000000000 18 0.8% 15 0.7% 5,701 0.5% 0.8000000000000000 12 0.6%
東京 9 0.4% 3,373 0.3% 0.777777777777778 7 0.3% 9 0.4% 2,593 0.2% 0.5555555555555560 5 0.2%
甲信・北陸 8 0.4% 3,460 0.3% 0.875000000000000 7 0.3% 3 0.1% 1,994 0.2% 1.3333333333333300 4 0.2%
東海 11 0.5% 4,829 0.5% 0.909090909090909 10 0.5% 8 0.4% 3,011 0.3% 0.7500000000000000 6 0.3%
近畿 24 1.1% 8,021 0.8% 0.666666666666667 16 0.7% 16 0.7% 5,429 0.5% 0.6875000000000000 11 0.5%
中国・四国 6 0.3% 4,161 0.4% 1.333333333333330 8 0.4% 2 0.1% 2,782 0.3% 3.0000000000000000 6 0.3%
九州 14 0.7% 5,942 0.6% 0.857142857142857 12 0.6% 3 0.1% 4,203 0.4% 3.0000000000000000 9 0.4%
男子 女子
ウェイトバック補正前
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補正値
補正後 ウェイトバック補正前
ウェイト
補正値
補正後
高卒者調査
2016年
学校基本調査
H28年度
高卒者調査
2016年
高卒者調査
2016年
学校基本調査
H28年度
高卒者調査
2016年
公
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就
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進
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設置者別・進路別・
地域別
表7-1　ウェイトバック補正前後の標本数・構成比・ウェイト値（公立）
出典：筆者作成
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③ウェイトバック補正後のサンプル数および母集団のサンプル構成比の比較
　ウェイトバック補正後のサンプル数および母集団のサンプル数を比較してみると，性別・進路別・
設置者別・地域別の構成比は，両者の差がいずれも0.5%以内に抑えられている（表8参照）。また，ウェ
イト値の計算に含まれていない学科の構成比を見てみると，ウェイトバック補正後のサンプル数お
よび母集団のサンプル数の差は，普通科が6.8％から3.2% に，総合科が1.2% から0.5% に，専門学科
が5.3% から2.7% に，その他が0.3% から0.1% に縮小した（表8参照）。
N % N % N % N % N % N %
北海道 2 0.1% 861 0.1% 1.000000000000000 2 0.1% 0 0.0% 727 0.1% 0.000000000000000 0 0.0%
東北 2 0.1% 2,262 0.2% 2.500000000000000 5 0.2% 2 0.1% 1,796 0.2% 2.000000000000000 4 0.2%
北関東 1 0.0% 1,166 0.1% 3.000000000000000 3 0.1% 2 0.1% 686 0.1% 0.500000000000000 1 0.0%
南関東 3 0.1% 1,341 0.1% 1.000000000000000 3 0.1% 1 0.0% 887 0.1% 2.000000000000000 2 0.1%
東京 5 0.2% 860 0.1% 0.400000000000000 2 0.1% 0 0.0% 375 0.0% 0.000000000000000 0 0.0%
甲信・北陸 3 0.1% 1,428 0.1% 1.000000000000000 3 0.1% 1 0.0% 909 0.1% 2.000000000000000 2 0.1%
東海 5 0.2% 3,429 0.3% 1.400000000000000 7 0.3% 3 0.1% 2,239 0.2% 1.333333333333330 4 0.2%
近畿 3 0.1% 2,149 0.2% 1.333333333333330 4 0.2% 2 0.1% 1,350 0.1% 1.500000000000000 3 0.1%
中国・四国 2 0.1% 2,664 0.3% 2.500000000000000 5 0.2% 1 0.0% 1,582 0.1% 3.000000000000000 3 0.1%
九州 3 0.1% 4,288 0.4% 3.000000000000000 9 0.4% 1 0.0% 3,101 0.3% 6.000000000000000 6 0.3%
北海道 17 0.8% 3,395 0.3% 0.411764705882353 7 0.3% 11 0.5% 3,478 0.3% 0.636363636363636 7 0.3%
東北 8 0.4% 5,965 0.6% 1.500000000000000 12 0.6% 16 0.7% 6,044 0.6% 0.750000000000000 12 0.6%
北関東 11 0.5% 6,022 0.6% 1.090909090909090 12 0.6% 11 0.5% 6,610 0.6% 1.181818181818180 13 0.6%
南関東 76 3.5% 24,073 2.3% 0.644736842105263 49 2.3% 79 3.7% 22,421 2.1% 0.582278481012658 46 2.1%
東京 63 2.9% 21,183 2.0% 0.682539682539683 43 2.0% 57 2.7% 26,274 2.5% 0.929824561403509 53 2.5%
甲信・北陸 10 0.5% 6,109 0.6% 1.200000000000000 12 0.6% 10 0.5% 6,022 0.6% 1.200000000000000 12 0.6%
東海 23 1.1% 12,845 1.2% 1.130434782608700 26 1.2% 35 1.6% 14,544 1.4% 0.857142857142857 30 1.4%
近畿 76 3.5% 24,334 2.3% 0.644736842105263 49 2.3% 56 2.6% 24,473 2.3% 0.892857142857143 50 2.3%
中国・四国 18 0.8% 8,235 0.8% 0.944444444444444 17 0.8% 17 0.8% 8,845 0.8% 1.058823529411760 18 0.8%
九州 23 1.1% 12,478 1.2% 1.086956521739130 25 1.2% 24 1.1% 14,726 1.4% 1.250000000000000 30 1.4%
北海道 1 0.0% 691 0.1% 1.000000000000000 1 0.0% 0 0.0% 418 0.0% 0.000000000000000 0 0.0%
東北 4 0.2% 720 0.1% 0.250000000000000 1 0.0% 3 0.1% 595 0.1% 0.333333333333333 1 0.0%
北関東 1 0.0% 995 0.1% 2.000000000000000 2 0.1% 4 0.2% 586 0.1% 0.250000000000000 1 0.0%
南関東 17 0.8% 4,993 0.5% 0.588235294117647 10 0.5% 3 0.1% 2,146 0.2% 1.333333333333330 4 0.2%
東京 20 0.9% 5,282 0.5% 0.550000000000000 11 0.5% 8 0.4% 2,796 0.3% 0.750000000000000 6 0.3%
甲信・北陸 3 0.1% 808 0.1% 0.666666666666667 2 0.1% 0 0.0% 471 0.0% 0.000000000000000 0 0.0%
東海 4 0.2% 1,832 0.2% 1.000000000000000 4 0.2% 5 0.2% 1,389 0.1% 0.600000000000000 3 0.1%
近畿 9 0.4% 5,188 0.5% 1.222222222222220 11 0.5% 7 0.3% 2,891 0.3% 0.857142857142857 6 0.3%
中国・四国 5 0.2% 1,820 0.2% 0.800000000000000 4 0.2% 1 0.0% 1,224 0.1% 3.000000000000000 3 0.1%
九州 2 0.1% 2,539 0.2% 2.500000000000000 5 0.2% 2 0.1% 1,907 0.2% 2.000000000000000 4 0.2%
3 0.1% 5 0.0% 0.000000000000000 0 0.0% 1 0.0% 4 0.0% 0.000000000000000 0 0.0%
40 1.9% 922 0.1% 0.050000000000000 2 0.1% 19 0.9% 1,023 0.1% 0.105263157894737 2 0.1%
6 0.3% 523 0.0% 0.166666666666667 1 0.0% 3 0.1% 336 0.0% 0.333333333333333 1 0.0%
女子
ウェイトバック補正前
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補正値
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高卒者調査
2016年
高卒者調査
2016年
高卒者調査
2016年
学校基本調査
H28年度
高卒者調査
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国
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就職
進学
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立
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進
学
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地域別
男子
表7-2　ウェイトバック補正前後の標本数・構成比・ウェイト値（私立・国立）
出典：筆者作成
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4．分析結果
⑴分析1：高卒者調査2016による潜在的進学者数の推計（経済的な理由で進学困難）
　分析1では，高等教育機関への進学希望を持ち，しかも経済的な理由で進学困難と回答した者の
比率を用い，性別による潜在的進学者数の推計を行った。
　男子の潜在的進学者数の推計について，2016年度「経済的理由で進学困難，かつ4年制大学に進学
してほしかった」と回答した男子潜在的進学者は4,351人である（表9参照）。具体的な推計は学校基
本調査による2016年度高卒者数（531,716万人）に，学校基本調査就職率の21.6%，および「経済的に
進学が難しかった・できれば4年制大学に進学してほしかった」と回答した者の比率3.78％をかけた
結果である。
　同様に，「短期大学に進学してほしかった」と回答した者の比率が0.84％，「専門学校に進学して
ほしかった」と回答した者の比率2.52% であるので，それぞれの潜在的進学者の推計値は967人およ
n % n %
就職 386 18.0% 189,130 17.9%
進学 1,526 71.0% 747,989 70.6%
その他 237 11.0% 122,147 11.5%
合計 2,149 100.0% 1,059,266 100.0%
設置者別 n % n %
国立 6 0.3% 2,813 0.3%
公立 1,473 68.5% 724,986 68.4%
私立 670 31.2% 331,467 31.3%
合計 2,149 100.0% 1,059,266 100.0%
地域別 n % n %
北海道 86 4.0% 42,836 4.0%
東北 160 7.4% 79,505 7.5%
北関東 121 5.6% 60,094 5.7%
南関東 349 16.2% 171,405 16.2%
東京 203 9.4% 100,422 9.5%
甲信・北陸 149 6.9% 73,693 7.0%
東海 264 12.3% 129,618 12.2%
近畿 360 16.8% 176,977 16.7%
中国・四国 195 9.1% 95,723 9.0%
九州 263 12.2% 128,993 12.2%
合計 2,149 100.0% 1,059,266 100.0%
性別 n % n %
男 1,080 50.3% 531,716 50.2%
女 1,069 49.7% 527,550 49.8%
合計 2,149 100.0% 1,059,266 100.0%
学科別 n % n %
普通科 1,635 76.1% 771,878 72.9%
総合科 101 4.7% 55,072 5.2%
専門学科 344 16.0% 198,192 18.7%
その他 68 3.2% 34,124 3.2%
合計 2,149 100.0% 1,059,266 100.0%
進路別 高卒者調査2016年 学校基本調査（H28年3月）
表8　ウェイトバック補正後のサンプル数
出典：筆者作成
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び2,901人である。三者（4年制大学・短大・専門学校）を合わせてみると，2016年度「経済的理由で
進学困難，かつ大学・短期大学・専門学校に進学してほしかった」と回答した男子潜在的進学者は，
8,219人であることが明らかになった。
　女子の潜在的進学者数の推計について，2016年度「経済的理由で進学困難，かつ4年制大学に進学
してほしかった」と回答した女子潜在的進学者は9,875人である（表10参照）。具体的な推計は学校
基本調査による2016年度女子高卒者数（527,550人）に，学校基本調査女子高卒就職率の14.0%，およ
び「経済的に進学難しかった・できれば4年制大学に進学してほしかった」と回答した者の比率
13.33% をかけた結果である。
　同様に，「短期大学に進学してほしかった」と回答した者の比率が12.67%，「専門学校に進学して
ほしかった」と回答した者の比率16.67% であるので，それぞれの潜在的進学者の推計値は9,382人
および12,344人である。三者（4年制大学・短大・専門学校）を合わせてみると，2016年度「経済的理
由で進学困難，かつ大学・短期大学・専門学校に進学してほしかった」と回答した女子潜在的進学者
は，31,601人であることが明らかになった。
出典：筆者作成
WB集計
高卒者調査2016
進学希望先
（内数） 4,351 967 2,901
 経済的理由で進学が困難（男子）
8,219
4年制大学① 短大② 専門学校③
推定式① 男子高卒者数（531,716人）×男子高卒就職率・学校基本調査（21.6%）×経済的に進学難しかった・できれば4年制大学に進学してほしかった（9人/就職者238人＝3.78%）
推定式② 男子高卒者数（531,716人）×男子高卒就職率・学校基本調査（21.6%）×経済的に進学難しかった・できれば短大に進学してほしかった（2人/就職者238人＝0.84%）
推定式③ 男子高卒者数（531,716人）×男子高卒就職率・学校基本調査（21.6%）×経済的に進学難しかった・できれば専門学校に進学してほしかった（6人/就職者238人＝2.52%）
表9　高卒者調査2016による男子潜在的進学者数の推計（経済的な理由で進学困難）
単位：人
出典：筆者作成
WB集計
高卒者調査2016
進学希望先
（内数） 9,875 9,382 12,344
 経済的理由で進学が困難（女子）
31,601
4年制大学① 短大② 専門学校③
推定式① 女子高卒者数（527,550人）×女子高卒就職率・学校基本調査（14.0%）×経済的に進学難しかった・できれば4年制大学に進学してほしかった（20人/就職者150人＝13.33%）
推定式② 女子高卒者数（527,550人）×女子高卒就職率・学校基本調査（14.0%）×経済的に進学難しかった・できれば短大に進学してほしかった（19人/就職者150人＝12.67%）
推定式③ 女子高卒者数（527,550人）×女子高卒就職率・学校基本調査（14.0%）×経済的に進学難しかった・できれば専門学校に進学してほしかった（25人/就職者150人＝16.67%）
表10高卒者調査2016による女子潜在的進学者数の推計（経済的な理由で進学困難）
単位：人
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⑵分析2：高卒者調査2016による潜在的進学者数の推計（給付型奨学金の受給）
　分析2では，給付型奨学金の受給を指標として，高卒者調査2016による潜在的進学者数の推計（男
女別）を行った。
　男子の潜在的進学者数の推計について，「給付奨学金が貰えれば進学，かつ4年制大学に進学して
ほしかった」と回答した者の比率（7.98%）を用いて推計された潜在的進学者は，9,186人となった（表
11参照）。また，「短期大学に進学してほしかった」と回答した者の比率が2.10%，「専門学校に進学
してほしかった」と回答した者の比率7.14% であり，それぞれの潜在的進学者の推計値は2,417人お
よび8,219人である。そのため，2016年度「給付奨学金が貰えれば進学，かつ大学・短期大学・専門
学校に進学してほしかった」と回答した男子潜在的進学者は，前述した大学・短大・専門学校への男
子潜在的進学者数をまとめてみれば，19,822人となる。
　一方，女子の潜在的進学者数の推計について，「給付奨学金が貰えれば進学，かつ4年制大学に進
学してほしかった」と回答した者の比率（12.67%）を用いて推計された潜在的進学者は，9,382人と
なった（表12参照）。また，「短期大学に進学してほしかった」と回答した者の比率が13.33%，「専
門学校に進学してほしかった」と回答した者の比率14.00% であり，それぞれの潜在的進学者の推計
値は9,875人および10,369人である。そのため，2016年度「給付奨学金が貰えれば進学，かつ大学・
出典：筆者作成
WB集計
高卒者調査2016
進学希望先
（内数） 9,382 9,875 10,369
給付奨学金が
貰えれば進学（女子）
29,626
4年制大学① 短大② 専門学校③
推定式① 女子高卒者数（527,550人）×女子高卒就職率・学校基本調査（14.0%）×給付奨学金が貰えれば進学・できれば4年制大学に進学してほしかった（19人/就職者150人＝12.67%）
推定式② 女子高卒者数（527,550人）×女子高卒就職率・学校基本調査（14.0%）×給付奨学金が貰えれば進学・できれば短大に進学してほしかった（20人/就職者156人＝13.33%）
推定式③ 女子高卒者数（527,550人）×女子高卒就職率・学校基本調査（14.0%）×給付奨学金が貰えれば進学・できれば専門学校に進学してほしかった（21人/就職者150人＝14.00%）
表12高卒者調査2016による女子潜在的進学者数の推計（給付型奨学金が貰えれば進学）
単位：人
出典：筆者作成
WB集計
高卒者調査2016
進学希望先
（内数） 9,186 2,417 8,219
給付奨学金が
貰えれば進学（男子）
19,822
4年制大学① 短大② 専門学校③
推定式① 男子高卒者数（531,716人）×男子高卒就職率・学校基本調査（21.6%）×給付奨学金が貰えれば進学・できれば4年制大学に進学してほしかった（19人/就職者238人＝7.98%）
推定式② 男子高卒者数（531,716人）×男子高卒就職率・学校基本調査（21.6%）×給付奨学金が貰えれば進学・できれば短大に進学してほしかった（5人/就職者238人＝2.10%）
推定式③ 男子高卒者数（531,716人）×男子高卒就職率・学校基本調査（21.6%）×給付奨学金が貰えれば進学・できれば専門学校に進学してほしかった（17人/就職者238人＝7.14%）
表11高卒者調査2016による男子潜在的進学者数の推計（給付型奨学金が貰えれば進学）
単位：人
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短期大学・専門学校に進学してほしかった」と回答した女子潜在的進学者は，前述した大学・短大・
専門学校への女子潜在的進学者数をまとめてみれば，29,626人となる。
⑶分析3：潜在的進学者を含む日本社会における高等教育機関への進学者数の推計
　分析3では，経済的支援の充実（高等教育への追加的な投資等）により，日本社会における高等教
育機関進学者数の推計を試みた。
　分析方法は，学校基本調査平成28年度の高等教育機関進学者数（現役）に分析1と分析2の潜在的
進学者数をプラスすることである。
　その結果，経済的支援の充実（高等教育への追加的な投資等）により，日本社会における高等教育
機関への男子進学者数は，352,295人（経済的な理由で進学困難）または363,898人（給付型奨学金が
貰えれば進学）となった。女子の場合には，435,514人（経済的な理由で進学困難），または433,539人
（給付型奨学金が貰えれば進学）となった。
　男子における高等教育機関への進学率は，現在の64.7% から66.3%（経済的な理由で進学困難），
または68.4%（給付型奨学金が貰えれば進学）に増加し，1.6ポイントまたは3.7ポイント上昇する。
一方，女子における高等教育機関への進学率は，現在の76.6% から82.6%（経済的な理由で進学困難），
または82.2%（給付型奨学金が貰えれば進学）に増加し，6.0ポイントまたは5.6ポイント上昇する。
5．知見の整理，研究の含意・意義および今後の課題
⑴知見の整理
　本研究では経済的理由で進学が困難な潜在的進学者数の推計を性別に行い，それを踏まえて，経
済的支援の充実により，日本社会における高等教育機関進学者数がどの程度増えるかについて検討
した。この推計によって，本研究は，近年の奨学金事業の議論に新たる1つのエビデンスを提供する。
　本研究では，最新調査となる「高卒者保護者調査2016」を用い，ウェイト調整を踏まえたうえで男
女別の推計を行った。その結果，「経済的理由で進学困難，かつできれば進学してほしかった」と回
答した者の比率を用いて推計された男子潜在的進学者が8,219人となった。「給付奨学金が貰えれば，
かつできれば進学してほしかった」場合の回答確率を用いて推計された男子潜在的進学者は19,822
人であることが明らかになった。
表13　潜在的進学者を含む日本社会における男女別高等教育機関への進学者数
出典：「学校基本調査2018」に基づき筆者作成
人数（男） ％ 人数（女） ％ 人数（男） ％ 人数（女） ％ 人数（男） ％ 人数（女） ％
大学 271,877 51.1% 249,443 47.3% 276,228 52.0% 259,318 49.2% 281,063 52.9% 258,825 49.1%
短大 4,951 0.9% 48,322 9.2% 5,918 1.1% 57,704 10.9% 7,368 1.4% 58,197 11.0%
専門学校 67,248 12.6% 106,148 20.1% 70,149 13.2% 118,492 22.5% 75,467 14.2% 116,517 22.1%
高等教育進学 344,076 64.7% 403,913 76.6% 352,295 66.3% 435,514 82.6% 363,898 68.4% 433,539 82.2%
就職 115,064 21.6% 74,066 14.0% 106,845 20.1% 42,465 8.0% 95,242 17.9% 44,440 8.4%
受験浪人
その他
合計 531,716 100.0% 527,550 100.0% 531,716 100.0% 527,550 100.0% 531,716 100.0% 527,550 100.0%
9.4%
学校基本調査H28 潜在的進学者を含む（経済的な理由で進学困難）
潜在的進学者を含む
（給付型奨学金が貰えれば進学）
72,576 13.6% 49,571 9.4% 72,576 13.6% 49,571 9.4% 72,576 13.6% 49,571
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　一方，「経済的理由で進学困難，かつできれば進学してほしかった」，「給付奨学金が貰えれば，か
つできれば進学してほしかった」と回答した者の比率を用いて推計された女子潜在的進学者がそれ
ぞれ31,601人と29,626人となった。
　そのため，経済的支援の充実により，日本社会における高等教育機関への男子進学者数は，
352,295人（経済的な理由で進学困難）または363,898人（給付型奨学金が貰えれば進学）となる。一方，
女子の場合には，435,514人（経済的な理由で進学困難），または433,539人（給付型奨学金が貰えれば
進学）となった。
　この結果を進学率で表現すると，男子における高等教育機関への進学率は，現在の64.7% から
66.3%（経済的な理由で進学困難），または68.4%（給付型奨学金が貰えれば進学）に増加し，1.6ポイ
ントまたは3.7ポイント上昇する。一方，女子における高等教育機関への進学率は，現在の76.6% か
ら82.6%（経済的な理由で進学困難），または82.2%（給付型奨学金が貰えれば進学）に増加し，6.0
ポイントまたは5.6ポイント上昇することとなる。
⑵研究の含意・意義および今後の課題
　分析結果を高卒者の実態に基づいて検討してみると，男子高卒者の3.8% が経済的な理由で高等
教育への進学を断念している（潜在的進学者数19,822人／高卒者数531,716人）。女子については，
高卒者の6.0% が経済的な理由で高等教育機関への進学を断念している（潜在的進学者数31,601人
／高卒者数527,550人）。
　また，2016年度高卒就職者のうち（男子），17.2％が不本意就職である（潜在的進学者数19,822人
／高卒就職者数115,064人）。2016年度高卒就職者のうち（女子），42.7％が不本意就職である（潜在
的進学者数31,601人／高卒就職者数74,066人）。
　このような推計結果は，低所得層への給付型奨学金政策の拡充によって，教育機会均等がどの程
度進むかを示唆している。本稿での推計結果によれば，進学機会均等の効果は，女子に対して相対
的に大きなものとなると予想される。この知見は，男女別に経済的理由による潜在的進学者を推計
したことによって得られたものである。奨学金事業の今後の在り方を考える上での1つの新しいエ
ビデンスが得られたものと考える。
　ただし，奨学金を学生に支払い，進学機会の確保にさえつながれば，奨学金が有効に活用される
とは限らない。そのため，奨学金受給が，実際に大学生の生活にどのような影響を与えているかと
いう検証も今後合わせて必要となる。
【注】
1． 経済的な理由で進学が困難な潜在的進学者とは，高校卒業時点において，進学希望者であったが，経済的な理由
で進学を断念して，やむを得ず就職している者を指す概念である。
2． もう一つの奨学金の主要な目的は，育英（merit base）である。
3． 授業料の変数は共線性の影響を強く受けて不安定であることを注意しておきたい。
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4． 小林研究グループは，高卒就職者のデータを用いて経済的な理由で進学困難な潜在的進学者の推計を行った。た
だし，高卒未就職卒業者の中にも潜在的進学者が存在していると想定されるが，その推計は行われていない。この
点を確認するために，本研究では，未就職卒業者の中の経済的な理由で進学困難な潜在的進学者数を試算した。そ
の結果は300人程度であった。人数が少ないため，本研究でも，高卒就職者を利用し（未就職卒業者含まず），潜在
的進学者の推計を行う。
5． 3つのデータセットを用いて推計することで，推計に用いるデータ数が増加してより正確な推計が可能となる。
また，3つのデータセットは元となる調査票の枠組みが異なる部分があるため，3つのデータセットを用いることで，
それぞれのデータセットの互いの不足部分を補うことができる（小林・濱中2014）。
6． サンプルの集計結果（高卒者保護者調査）が母集団（学校基本調査）の集計結果に一致するようなウェイトを計算
して，そのウェイトを利用した推計をすることでサンプルの周辺分布および母集団の周辺分布を一致させることで
ある（石黒2017）。
7． 母集団は，学校基本調査「高等学校　卒業後の状況　都道府県別状況別卒業者数」（報告書未掲載集計）を用いた
ものである。
8． ウェイト値は小数点以下第17位を切り上げる。その理由は，ウェイト値は大まかな数字（例えば，小数点以下第1
位）によって計算すると，集計誤差は大きくなってしまうからである。その集計誤差を最小限するため，本研究では，
ウェイト値は小数点以下第17位を切り上げる。
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矢野眞和・濱中淳子，2006，「なぜ，大学に進学しないのか―顕在的需要と潜在的需要の決定要因―」『教育社会学研究』
79，pp.85-104.
矢野眞和・濱中淳子・小川和孝，2016，『教育劣位社会―教育費をめぐる世論の社会学』岩波書店 .
年報05呉書雅氏1C_三B[79-98].indd   94 2018/06/13   16:36:53
―　　―95
 東北大学大学院教育学研究科研究年報　第66集・第2号（2018年）
 This study aims to estimate potential enrollment of the students who were prevented from 
participating in higher education if they are unable to pay the tuition fee with focus on sex 
differences. This study also shows that if financial aspects of higher education policies were 
improved, the number of the university enrollments could be increased.
 The principal findings from this analysis are that ⑴ potential enrollment of male students is 
19,822, on the other hand, possible enrollment of female students is 31,601. And ⑵ if financial 
aspects of higher education policies were improved, the university enrollment of the male 
students would reach to 363,898, and female students would also achieve to 435,514.
Keywords： Potential Enrollment, University Enrollment, Equal Educational Opportunity, 
Scholarships, Reluctance of Seeking Employment
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